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の取り崩し15. 6％」「積立金のある保険の解約11. 3％」で、これらを合計すると45. 8％。
他にも「金融機関からの借入17. 3％」「親族からの援助16. 6％」「生命保険・損害保険の保
険金8. 0％」となっている。
「自分や家族の病気」が、収入リスクに結びついていないのであれば、収入の安定性は
保たれているので、親族からの支援、借入の手段をとっているものもあるが、多くは、貯
蓄や積立金のある保険を解約して、支出の見直しをはかりながらダメージからの回復をは
かっている様子がうかがえる。

【図表15　最も深刻な支出リスクの家計への影響（%）】
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支出リスク経験者全員 52.5% 14.3% 10.3% 6.6% 5.3% 12.6% 3.0% 13.3% 4.3% 18.3% 13.3% 4.0% 100% N=301

予期しない家の修理・補修 48.9% 6.4% 4.3% 6.4% 4.3% 4.3% 19.1% 4.3% 6.4% 6.4% 100% N=47

親族の借金の肩代わり 44.1% 14.7% 11.8% 5.9% 11.8% 32.4% 8.8% 20.6% 23.5% 5.9% 100% N=34

家族の死亡 54.5% 21.2% 6.1% 12.1% 6.1% 3.0% 27.3% 21.2% 3.0% 100% N=33

自分または家族の病気 66.2% 14.7% 8.8% 10.3% 2.9% 17.6% 7.4% 7.4% 2.9% 23.5% 10.3% 2.9% 100% N=68

親の扶養・親の介護 66.7% 20.0% 13.3% 6.7% 13.3% 13.3% 6.7% 33.3% 6.7% 100% N=15

株などの投資の失敗 64.7% 0.0% 11.8% 5.9% 11.8% 5.9% 5.9% 5.9% 5.9% 100% N=17

【図表16　最も深刻な支出が起きた時のお金の工面（%）】
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支出リスク経験者全員 4.3% 18.9% 18.9% 15.6% 11.3% 16.6% 2.0% 23.3% 9.0% 5.3% 9.3% 100%

予期しない家の修理・補修 6.4% 19.1% 21.3% 2.1% 19.1% 31.9% 2.1% 14.9% 100%

親族の借金の肩代わり 2.9% 26.5% 8.8% 20.6% 11.8% 14.7% 2.9% 35.3% 0.0% 11.8% 100%

家族の死亡 3.0% 12.1% 33.3% 12.1% 15.2% 9.1% 12.1% 30.3% 6.1% 6.1% 100%

自分または家族の病気 5.9% 32.4% 22.1% 14.7% 13.2% 19.1% 1.5% 13.2% 13.2% 16.2% 4.4% 100%

親の扶養・親の介護 6.7% 20.0% 26.7% 20.0% 6.7% 13.3% 6.7% 20.0% 6.7% 6.7% 100%

株などの投資の失敗 5.9% 17.6% 23.5% 11.8% 11.8% 5.9% 5.9% 29.4% 5.9% 5.9% 35.3% 100%
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【図表17　最も深刻な支出によるダメージからの回復方法（%）】
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支出リスク経験者全員 35.9% 16.9% 11.3% 10.0% 3.3% 3.0% 10.0% 10.3% 3.7% 5.6% 3.7% 2.7% 1.7% 21.3% 100%

予期しない家の修理・補修 44.7% 12.8% 6.4% 6.4% 2.1% 4.3% 8.5% 4.3% 25.5% 100%

親族の借金の肩代わり 20.6% 11.8% 8.8% 5.9% 2.9% 2.9% 17.6% 14.7% 2.9% 11.8% 5.9% 17.6% 100%

家族の死亡 39.4% 21.2% 6.1% 12.1% 3.0% 6.1% 3.0% 12.1% 3.0% 3.0% 30.3% 100%

自分または家族の病気 36.8% 20.6% 14.7% 7.4% 4.4% 2.9% 10.3% 8.8% 2.9% 5.9% 13.2% 1.5% 2.9% 17.6% 100%

親の扶養・親の介護 6.7% 0.0% 6.7% 6.7% 100%

株などの投資の失敗 58.8% 23.5% 29.4% 11.8% 11.8% 11.8% 11.8% 11.8% 5.9% 5.9% 5.9% 11.8% 100%
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【図表18　最も深刻な支出リスク経験別、影響継続の有無】
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現在も続いていて深刻な影響がある 影響は緩和されたが現在も継続

その様子は、【図表18】に示した支出リスクの影響の継続にも表れている。
前述したように、経験した時期は、支出リスクの方が最近であるが「深刻な影響が残っ
ている」と回答した割合は13. 6％と少ない。ただ、経験した支出リスクごとにみると、「親
の介護」や「自分や家族の病気」など、直ぐに回復できないリスクの経験者では「影響が
残っている」割合は高い。
収入リスクについても、「会社都合の失業」より「会社の業績不振による減給」の方が、
影響が継続している割合が高いように、失業からうまく転職した場合には、回復基調をた
どることができる。
つまり、「ダメージの継続の有無」は、収入リスク、支出リスクに関わらず「その状況
がどれだけ続くのか」ということにかなり左右されるということであろう。
そして、リスクに直面した時、貯蓄や家族親族からの支援、公的支援などで手当ができ
るのか、ということとともに、収入の安定性が保たれているかどうか、ということも重要
な影響要因となっているのだろう。
多額の支出があっても、収入が安定していれば、なんとかやりくりしていく可能性が高
まるが、その収入が不安定であったり、病気や介護などで就労が困難な状況であれば、支
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出リスクそのものにも対処が難しくなるということであろう。

Ⅴ．生活保障と収入リスク

パート・アルバイトについてみると、民間サラリーマンに比べて「収入の大幅低下」の
場合、「無職だった家族が働いた」割合が高い。また、自己破産の割合が、「事業の不振・
失敗」や「働き手本人の病気」の収入リスクからの回復手段（6.3%）よりは若干低いも
のの、「収入途絶の場合5.9%」「大幅低下の場合3.2%」とやや高くなっている。
重川（第4章）も指摘しているように、あらゆる手段を駆使してもダメージからの回復
が遂げられない場合には、自己破産も重要な回復手段のひとつであるといえるだろう。
さて、Ⅲ節で収入リスク、Ⅳ節で支出リスクの家計の受ける影響、当面のお金の工面
と回復の手段と、家計の対応をみてきた。
そして、収入リスク、支出リスクともに、多かった対処として「老後資金の取り崩し／
教育・住宅資金の取り崩し／貯蓄の取り崩し／積立金のある保険の解約」があった。
ところで、「保険の解約」「老後資金の取り崩し」は、家計のリスク対応としては、一方
ではいざという時に備える保険であり、老後資金という保障を取り崩していることになる。
収入リスクは複数回、支出リスクも年齢とともに高まるリスク、ということを考えると、
公的保障への理解や、いざというときに相談できる先の見当をつけておく、保障水準を低
下させたり手段の見直しをはかったりしながら次のリスクへの備えも視野に入れておく必
要があるのかもしれない。
最後に、収入リスクを経験した場合の家計の生活保障への影響をみてみよう。

【図表19　自分の病気・けがの経済的準備】

会社都
合による
失業

会社の業
績不振に
ともなう減
給

事業の
失敗・
不振

働き手本
人の病
気・けが

自己都合
による退
職

転職・
独立

借入をし
た

(N=77)

老後資金
取崩し
(N=98)

住宅・教
育資金
取崩し
(N=111)

積立金の
ある保険
の解約
(N=87)

(N=2163) (N=726) (N=136) (N=82) (N=48) (N=64) (N=154) (N=36) (N=77) (N=98) (N=111) (N=87)

公的医療保険や労災など 16.2% 14.5% 16.9% 11.0% 14.6% 14.1% 13.1% 22.2% 19.5% 15.3% 15.3% 16.1%
公的保障+預貯金不動産 9.2% 7.3% 5.1% 7.3% 10.4% 6.3% 4.6% 5.2% 11.2% 3.6% 4.6%
公的保障+民間生保 45.0% 47.3% 44.1% 45.1% 50.0% 46.9% 51.6% 53.3% 41.6% 54.1% 58.6% 51.7%
準備する必要なし 2.4% 1.1% 1.5% 1.2% 0.9%
経済的に余裕なし 7.8% 14.4% 16.9% 15.9% 16.7% 21.9% 11.8% 11.1% 19.5% 11.2% 12.6% 18.4%
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【図表20　自分の老後の経済的準備】
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準備する必要なし 1.7% 1.1% 1.2% 2.1% 1.3% 2.8% 1.3%
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「自分の病気・けが」と「自分の老後」に対する経済的な準備の意向について、（1）経
験した収入リスク別と、（2）収入リスク時に、借入や貯蓄の取り崩し、保険の解約を行っ
たケースについて示したものが、【図表19】、【図表20】である。
これらのうち、経済的準備に対して「経済的余裕がない」と回答している欄に注目して
みると、収入リスクを経験した家計では、いずれの収入リスクでも、そして「病気・けが」、
「老後の経済的準備」ともに、「経済的余裕がない」と回答した割合が高い。
特に、「病気・けがの準備」では、「働き手の病気・けが」による収入リスクの経験者、
そして収入リスクに直面した場合に「借入を行った」り、「保険の解約」を行った家計では、
その割合がさらに高くなっている。
また「老後の準備」では、どの収入リスクを経験した場合でも、「病気・けが」の準備
以上に「経済的余裕がない」と回答している割合は高い。そしてやはり「借入を行った」
場合でその高さが際立っているのだが、もうひとつ、貯蓄の取り崩しでの対処の多かった
「転職・独立」による収入リスクを経験した家計での余裕のなさも際立っている。
‘意図的/選択的’に関わらず収入リスク、支出リスクに直面して、収入が低下したり、
貯えを取り崩したり、保険を解約するなどした場合、そこからの回復がなされていないケー
スも多々あるのだろうか。
家計が、リスクに直面した後に生活を立て直していくなかでは、貯えを取り崩したり、
家族・親族・友人からの支援、専門機関への相談、公的支援、金融機関との交渉などを経
て速やかに①「当面の生活」を確保し、次いで、現在・将来へ向けての②「生活保障」を、
水準を落としたり手段を見直すなどしながらでも確保する、という二段階の回復が必要な
のではないだろうか。

06_第５章_藤田先生_家計の収入リスク.indd   103 2014/03/07   14:24:38



－ 104 －

Ⅵ．最後に

‘90年代後半以降、雇用流動化を背景とした、会社都合の失業や業績不振による減給な
どの収入リスクの経験者が増加しているようだ。一方では働き手の病気やけがを理由とす
る収入リスクも依然として存在している。そして自発的な転職や退職を含めると、家計が
経験する収入リスクは複数回。つまり、家計収入が途絶えたり大きく減少するリスクは無
視できなくなりつつあるということだ。
では、どのように備えればよいのだろうか。その答えを、実際に収入リスクを経験した
家計の対応からみてみた。
収入リスクの影響としては、税金、社会保険料、私的な生命・損害保険料、住居費、子
供の教育費などの支払い、ローンの返済が困難になったり、予定外の借入を行ったりとの
経済的な影響が当然ながら大きい。そのほか、「人間関係が悪化した」り「病気の治療を
あきらめた・治療費を抑制した」りとの影響も少ないながらもみられている。
そのような中、当面の生活は、経験した収入リスクによって異なるものの、家族の就労
収入、貯蓄や保険の解約、借入、親族友人からの援助、そして公的支援を利用し、また金
融機関との交渉を行い、あるいは専門機関との相談を行いながら、時には多重債務や自己
破産を経験する家計もあるが、本人や家族の就労、親族や友人の支援によって、回復を遂
げている、または遂げようとしている様子がうかがえた。
家族や自分の病気やけが、予期しない家の修理・補修、家族の死亡や親の介護などの支
出リスクに比べると、収入リスクの場合は、回復までに時間がかかっているようだ。そし
て、リスクのダメージから回復しきれていない家計もあるが、回復は、リスクを経験する
前の元通りになるというより、生活水準を見直し、そのなかで生活の立て直しを行ってい
く、というもののようだ。
ただ、働き手の病気やけが、あるいは支出リスクとしてみられた親族の介護など、リス
クそのものの回復が長期化するような場合は、影響が長期にわたっている様子もうかがえ
る。
また、生活保障という点からみると、収入リスクや支出リスクへの対応として貯蓄を取
り崩したり保険の解約を行ったりしているためか、ややもすると、医療や老後などの保障
の回復までは手が回っていない様子も垣間見られる。
リスク対応のなかには、①当面の生活、そして②生活保障、との二段階の回復を視野に
入れる必要があるのではないだろうか。
そのためには、リスクのダメージをできるだけ小さくするため、主な働き手の収入が途
絶したり、低下している期間をできるだけ短くする、あるいはその間に他の家族の就労や
公的支援などでも支えていくなどの、多様な対応が重要になってくるのだろう。そのなか
で、専門機関との相談や時には金融機関との相談や交渉を行っていくような情報力や交渉
力も必要になってくるのだろう。
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家計の収入リスクは多分に雇用環境に左右される。個人の力ではどうしようもない部分
も多い。であるからこそ、家計の収入リスクからの回復を支える環境として、もっと気軽
に相談できるような専門機関、専門家へのアクセスがあってよいのではないだろうか。

注	⑴	 藤田由紀子「生活設計・再考」『JILI	FORUM』No.7、1997
	 	 藤田由紀子「多選択肢時代の生活設計を考える」『JILI	FORUM』No.8、1998
	 ⑵	 調査時期1996年７～８月、首都圏40km圏の18～69歳の男女個人、郵送調査
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